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    The purpose of this study was to investigate the demographics of non-exercisers in Toyama Prefecture and to 

report the causes of non-exercise.  

The results of the analysis revealed the following: 

1) The target population for promoting physical activity is women and those who are currently working. It is also 

important to reach out to parents who have families and children. 

2) The sense of physical fitness and sense of health perceived by non-exercisers tended to be low, indicating a 

correlation between the two. 

3) The largest number of respondents cited time as the biggest reason for not being able to engage in exercise or sports. 

In addition, the factors related to the subject, such as being too much trouble and disliking exercise and sports, were 

also found, indicating the importance of efforts to reform individual awareness. 

4) The factors that made non-exercisers want to exercise were "time availability," "existence of programs appropriate 

for age and physical fitness," and "health condition that allows exercise and sports." 

Therefore, it is necessary to give consideration to health and the provision of appropriate exercise programs, and 

to ensure that time is available for exercise implementation. 
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１．はじめに 

我が国では，2011 年のスポーツ基本法の施行をは

じめとし，2022 年には第 3 期スポーツ基本計画を策定

するなど，今後のスポーツ施策のあり方を示す重要な

指針が定められ，その指針に則って国民の運動・スポ

ーツ活動が促進されている．富山県でも，運動・スポ

ーツ推進政策の方向性を示すものとして 2020 年には

第 2 期元気とやまスポーツプランが策定され県民の運

動やスポーツの推進に寄与している．富山県民のスポ

ーツ実施状況は，調査開始以降，多少の増減を繰り

返しているものの，ほぼ横ばいであり，成人の週１回以

上のスポーツ実施率（2019 年）は 36.2％と，国の

53.6％という実施率を下回る結果を示している(35)．こ

れは運動・スポーツに関し，本県が抱える重大な政策

課題の一つであるといえる．運動習慣を確立すること

は，心身にとって好影響を与えることはいうまでもない．

これまでの知見により，運動の習慣化は中性脂肪値

や LDL コレステロール値などの血清脂質値の上昇を

抑えたり，肥満や内臓脂肪を抑えるなど身体的効果が

あるとの報告が多くなされている(7)(14)．また，運動習慣
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が継続している者は継続していない者に比べ，メンタ

ルヘルスへの負荷が低いと報告されている(13)ほか，運

動の実施時間を増やすことにより自身の遂行機能，メ

ンタルヘルスへの促進効果が高まる(8)など，心理的に

も効果を得ることができるとの報告もなされている(4)．

いずれにしても，定期的な運動を実施し，運動頻度を

増大していくことは自身の体力向上ならびに精神状態

の改善，健康の保持増進に効果的であるといえ

(1)(18)(20)(26)，人々の運動・スポーツ実施率の向上は重

要なスポーツ政策目標の一つとして掲げられるべきで

ある． 

成人における運動・スポーツ実施について，「現在

運動・スポーツをしておらず今後もするつもりはない」と

いう，いわば無関心層の国内での割合は全体で

13.9％にとどまっており(32)，それ以外の 8 割を超える

人々は運動やスポーツを取り組んでいる，もしくは取り

組んではいないものの潜在的な興味があるということ

が推察される．運動非実施群の中でも現在は運動を

行っていないが条件や環境が整ったら運動を行う意

識のある，いわゆる実施希望群へのアプローチも重要

であることはさることながら，広く人々のスポーツニーズ

について探っていくことは喫緊の課題であることがい

える．スポーツ活動の促進には運動・スポーツの「開始」

「継続」「中止」「再開」などの実施キャリア(9)(29)(39)にお

いて異なった規定要因が存在しているとされる(27)．主

に，運動・スポーツ活動を実施する要因としては，個人

的属性による要因，運動やスポーツ活動に対する意

識などの主体者に関する要因，自身に合ったプログラ

ムや教室の存在などの機会に関する要因，家族や指

導者，クラブの存在などの人および組織に関連する要

因等が存在しているとされ，これまで多くの報告がなさ

れており(2)(11)(12)(36)，これらは身体活動や運動・スポー

ツ実践において重要な予測要因であることが明らかと

なっている(3)．その中でも，前述の視点を用いた研究

は運動・スポーツ活動の継続（どのように運動・スポー

ツを継続するのか）(10)(22)や開始（どのように運動・スポ

ーツ実施を開始するのか）(17)(37)など，運動を実施して

いる者もしくはこれまで運動習慣があった者（現在は

問わない）に焦点を当てた研究が多くなされている状

況にある(38)．このような状況を踏まえ本研究において

は，これまで研究の発展に乏しかった運動習慣がない

者（運動非実施者）に焦点を当てて調査を行う．運動

非実施者に関しては，運動・スポーツの継続，開始要

因についての報告とは異なり，そのプロセスならびに

運動実施者との比較に関する研究が進められてきた

(5)(6)(24)．その一方で，運動非実施者の属性や運動実

施に向けたアプローチ方策を包括的に報告した研究

は少ない現状にある．また，本研究は富山県下という

運動・スポーツ実施率がかねてから少ない地域を対象

としており，そのような特徴ある地域の状態を調査する

ことは本地域のみならず，他の同様な地域における今

後の運動・スポーツ実施率向上のための視座も獲得

することができるものと考える． 

そこで本研究では，元より運動実施率が少ない富

山県を対象とし，運動非実施者の属性およびその要

因を包括的に報告することで同地域の現状に関する

基礎的データを得るとともに運動非実施者へのアプロ

ーチ方法の検討を行うことを目的とした．本研究により，

富山県の運動・スポーツ実施率向上のための一助と

なれば幸いである． 

２．方法 

2.1 調査対象者および調査方法 

本研究では富山県内の 20 歳以上の男女を対象と

し，オンライン調査を専門に扱う会社の協力のもと実

施された．オンライン調査についてはインターネット調

査会社に登録している富山県民約 15,500サンプルの

中から 5,100 サンプルほどに質問フォームをランダム

配信した．その後，20代〜60代以上（5カテゴリ）の男

女 50 名ずつ計 500 サンプルとなるよう調整されたデ

ータを取得した．しかし，サンプルの取得において，20

代男性の回答数が不足したことから，20 代女性の解

答者から補填し，20 代のみ男性 45 名，女性 55 名の

回答データの取得となった．倫理的配慮として，本調

査はインターネット調査会社が取り扱う個人情報につ

いての規約遵守のもと，回答者のプライバシー保護な

らびに他の機関への漏洩，目的外使用を一切行わな

いこととし，調査対象者へも同様の旨を申し合わせ，
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同意できる者にのみ回答を依頼した．本調査期間は

2021 年 12 月 13 日から 12 月 15 日までであった． 

調査項目は先行研究(16)(31)(34)における調査，尺度を

参考に質問項目の設定設定を行った．具体的には性

別や年齢，居住地などの個人的属性，自己の健康や

体力感に関する意識，運動・スポーツの実施状況，今

後の運動実施希望および運動実施（もしくは非実施）

の要因などであった．主観的な体力・健康・運動不足

感，今後の運動実施希望ならびに運動実施の要因に

ついては後の分析で活用するため，否定的選択を 1，

肯定的選択を 4 とした 4段階リッカートタイプ尺度を援

用し数値化することとした． 

 

2.2 分析対象の抽出 

 本研究の分析対象は上述した 500 名の調査データ

の中から，運動・スポーツの実施状況に関する質問項

目の 2020 年 4 月〜2021 年 10 月までの間の（平均的

な）運動頻度を尋ねた設問において「運動は行ってい

ない」と回答した者を運動非実施者として抽出した注 1)．

これはこの 1 年以上の期間において，定期的な運動

は行なっていないことを示していることがいえ，本分析

ではこれを運動非実施者と定義した．運動非実施者

のサンプル数は 174 となった． 

 

2.3 分析方法 

まず，個人的属性については，調査データを単純

集計し，サンプル数ならびに割合について求め，それ

らを表にまとめた．次に，主観的な体力感および健康

感についても全体のデータを，単純集計を通して結果

を示したとともに，この 3 つの項目間にて相関関係の

有無を調べるため Pearson の積率相関係数を用いた

相関分析を行った．また，運動非実施の要因では最も

当てはまる項目 1 つについて単純集計を実施したほ

か，本項目は多重回答を用いていたことから，未選択

を 0，選択を 1 としたダミー変数を設定し，集計を実施

した．最後に，運動非実施者の今後の運動希望度と

それを規定する要因を探るため，数値化した運動実

施希望度および運動実施の要因に関する項目を用い

て，運動実施希望（数値）を従属変数，運動実施の要

因に関する項目を目的変数としたステップワイズ法に

よる重回帰分析を行った．なお，これらの統計処理に

ついては IBM SPSS Statistics 統計解析ソフト V28 を

用いており，本研究における統計的な有意水準は 5％

とした． 

３．結果および考察 

3.1 運動非実施者の個人的属性 

 運動非実施者の個人的属性は表 1 の通りである．性

別は男性 68名（39.1％）女性 106名（60.9％）と女性の

割合の方が高く，年齢は 20 代 31 名（17.8％），30 代

36 名（20.7％），40 代 40 名（23.0％），50 代 37 名

（21.3％），60代以上 30名（17.2％）と 40代，50代，30

代の順に高かった．居住地については，富山市が最

も多く 77 名（44.7％），次いで高岡市 31 名（17.8％），

射水市 10 名（5.7％）の順であった．職業は会社員の

割合が最も多く，76名（43.7％），次いでパート・アルバ

イト 40 名（23.0％），主婦（夫）20 名（11.5％），無職 15

名（8.6％）の順であった．また，家族構成では配偶者

あり・子供ありが 81 名（46.6％），配偶者なし・子供なし

が 55 名（31.6％）で全体の 8 割近くを占める割合とな

っていた．性別において，男性よりも女性の方が非実

施者の割合が多かったが，これまでの報告においても

男性よりも女性の運動習慣の少なさが課題となってお

り(30)(32)，本調査でも同様の結果を示していることが窺

える．また，年齢区分では 40 代の中年層の割合が多

かった．これは先の報告でも述べられており，50 代以

降，運動実施率は徐々に上昇する傾向にあるものの，

いわゆる働き盛りの世代の運動実施率の低下が課題

となっている(32)．運動実施を促進するにあたっては女

性および 40 代を中心とした働く世代の人々を特にタ

ーゲットとしていく必要があるものと考えられる．さらに，

近年子を持つ親，特に母親に焦点を当てた研究も進

められている(25)(33)．本結果でも配偶者あり・子供ありの

回答者が高い割合を示していたことを踏まえ，家庭を

築き，子供を持つ親へのアプローチも今後重要になる

ことが窺える． 
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3.2 運動非実施者の主観的な体力・健康感 

運動非実施者が感じる主観的な体力感や健康感に

ついて調査を行った（表 2）．自己の体力への自信で

は「自信がない」が 68名（39.1％），「あまり自信がない」

が 83名（47.7％），「まあ自信がある」が 19名（10.3％），

「自信がある」が 4名（2.3％）という結果であった．自己

の健康感では「健康でないと感じる」が 26 名（14.9％），

「あまり健康でないと感じる」が 69名（39.7％），「まあ健

康であると感じる」が 68 名（39.1％），「健康であると感

じる」が 11 名（6.3％），という結果であった．さらに，自

身の運動不足感は「運動不足であると感じる」が 120

名（69.0％），「まあ運動不足であると感じる」が 44 名

（25.3％），「あまり運動不足とは感じない」が 6 名

（3.4％），「運動不足とは感じない」が 4 名（2.3％），で

あった．これらを否定的評価と肯定的評価の 2 値で表

すと，自己の体力への自信，健康感，運動不足感の

いずれにおいてもネガティブな結果を示しており，自

己の体力，健康感に肯定的な意識を持っていない傾

向にあることが明らかとなった．特に，運動不足感の項

目では全体の 9 割を超える者が，自身が運動不足で

あることを認知しており，運動やスポーツに関する働き

かけを行うべき余地があるものと推察できる．また，回

答項目の 4件法を用いて，これら 3 つの項目における

相関分析を行ったところ，いずれの項目間でも有意な

差がみられ，かつ正の相関が現れたことから，自己の

体力感，健康感，運動不足感の間には相関関係が生

じていることが明らかとなった（表 3）．以上のことより，

主観的な体力感や健康感をポジティブな方向へと転

換させていくことは，これらの意識を高めていく上でも

重要となることが示唆された． 

表 2．主観的な体力・健康・運動不足感 

 

表 1．運動非実施者の基本的属性 
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表 3．体力・健康・運度不足感の相関分析 

 
 

3.3 運動非実施の要因 

 運動非実施の要因に関する 15 項目について，当て

はまる項目を多重回答に加え，最も当てはまる項目 1

つを選択したものの結果を図 1 に示す．最も多かった

回答項目は「面倒くさい」で 99 名（56.9％）と半数以上

の回答者が選択していた．次いで，「仕事や家事が忙

しい」が 51 名（29.3％），「運動やスポーツが嫌い」が

46 名（26.4％），「運動する仲間がいない」が 28 名

（16.1％），「歳をとった」が 26 名（14.9％），「生活や仕

事で体を動かしている」が 25名（14.4％）の順であった．

また，回答項目の中で最も当てはまるものについても

「面倒くさい」が 60 名（34.5％）で最も多い結果を示し

ており，次いで「運動やスポーツが嫌い」が 26 名

（14.9％）であった．スポーツ庁の報告では運動・スポ

ーツ実施の最も大きな阻害要因として，「仕事や家事

が忙しいから」が一番多い結果を示しており(15)，本結

果とは異なる傾向を示していた．もちろん同報告でも

「面倒くさいから」や「運動・スポーツが嫌いだから」とい

う理由を選択した割合は一定数存在するが，その割

合は本研究のものと比較すると低く，これが本地域な

らではの結果であることが示唆された．本結果で示さ

れた，運動・スポーツ実施が「面倒くさい」「運動やスポ

ーツが嫌い」という要因は主体者の意識による要因で

あることがいえ(15)(42)，富山県における運動非実施者に

おいては運動・スポーツに対する個人の意識変容に

対する取り組みが必要であることが推察される． 

 

 

図 1．運動を行わない，行えない理由 
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3.4 運動実施希望を規定する要因 

 最後に本研究では，運動非実施者へのアプローチ

方法の検討を目的として，今後運動を実施したいと思

うか，という運動実施希望およびその運動実施希望を

規定する要因として，どのような条件や要因があれば

運動・スポーツを行いたいと思うか，という質問を 4 件

法により数値化し 20項目にわたって実施した．運動実

施希望を規定する要因を探るにあたっては，重回帰

分析のための指標作りとして運動実施希望とその要因

20項目において相関分析を行った（表4）．その結果，

20項目全てにおいて相関関係が認められたことから，

この項目全てを重回帰分析における独立変数として

投入することとし，数値化した運動実施希望の項目を

従属変数とした分析を行った．変数の投入にはステッ

プワイズ法を用いており，本分析を行うにあたっては多

重共線性に関する危険性がないことを併せて確認し

（VIF<10），ダービン・ワトソン比についても実測値に

対して予測値が±3SD を超えるような外れ値が存在し

ないことを確認した．多重共線性については重回帰分

析を行うにあたり，適切な説明変量を示しているかを

確認する指標の一つであり，分散拡大要因が 10 を

超える値を示すとき（VIF>10）多重共線性がみられる

とされ，説明要因としては望ましくないとされる(41)．また，

ダービン・ワトソン比についても重回帰分析を行う上で，

誤差項間における自己相関の有無を判定する指標で

あり(19)，通常 2.0 前後であれば自己相関なしと判断さ

れる．本項目間では2.101となっており，要因を推定す

る項目として問題のないことが確認された．図 2 は重

回帰分析を行った結果である．本対象者の運動・スポ

ーツ実施希望を規定する要因として，「時間的な余裕

があればしたい」「年齢・体力に対応したプログラムが

存在すればしたい」「運動やスポーツができる健康状

態になればしたい」が抽出された．いわば主体者の身

体および時間に関する要因，運動・スポーツのソフト

面（コト）に関する要因(38)(42)であることが明らかとなった． 

先行研究においても時間的な余裕を求める様相に

ついて，運動・スポーツを行わなかった者の理由として

時間的要因を挙げているほか，運動実施に対する不

満として時間的なゆとりの必要性を強調した報告がな

されている(40)．また，非運動実施者は時間，施設，費

用，仲間などの環境要因，身体要因，社会的要因と同

様に，「楽しめる運動」「好みに合った運動」を求めて

おり，人々のニーズを満たす，楽しい多様な運動を実

施可能としていくことが望まれる(21)．さらに，運動実施

頻度には自己の健康状態や体力などの健康に関する

要因が寄与しており，これは加齢により身体機能が変

化する中高齢者にとって特に影響を及ぼす変数として

示されている(23)．以上のことを踏まえ，本地域の運動

非実施者が運動・スポーツを希望するために，対象者

の①健康面および適切な運動プログラムの提供に配

慮すること，②運動実施時間を確保すること，が挙げら

れるといえる．これらを通して，運動実施で得られる効

果やスポーツの魅力を十分認識させることが主なアプ

ローチ方法として有効となる可能性があると示唆され

た． 

 

表 4．実施希望度と実施希望要因に関する相関分析 
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４．まとめ 

本研究の目的は，富山県を対象とし，運動非実施

者の属性およびその要因を包括的に報告することで

同地域の現状に関する基礎的データを得るとともに運

動非実施者へのアプローチ方法の検討を行うことであ

った．その結果，以下の点についての示唆が得られた． 

・運動実施を促進していく対象は女性および，40 代

を中心とした 20 代〜50 代の働く世代であり，さらに家

庭を築き，子供を持つ親への働きかけが重要である． 

・非運動実施者が感じる自己の体力感，健康感，運

動不足感は低い傾向にあり，これらは相関関係を示し

ている． 

・運動，スポーツ実施できない最大の理由として，時

間的要因を挙げていた者が最も多かったほか，面倒く

さい，運動やスポーツが嫌いなどの主体者に関する要

因がみられたことから個人の意識変容を改革していく

取り組みが望まれる． 

・運動非実施者が運動を希望する要因は「時間的

な余裕」「年齢や体力に応じたプログラムの存在」「運

動やスポーツができる健康状態」であり，健康面およ

び適切な運動プログラムの提供への配慮，運動実施

時間を確保すること，等を含んだアプローチが有効と

なる可能性がある． 

最後に本研究の限界と今後の展望について述べる．

本研究デザインは調査対象者の年代，性別，居住地

などを一括りにして分析を実施している．運動非実施

の要因や運動実施希望を規定する要因など，年齢区

分や性別，山間部や平野部，海沿いの地域などで比

較することによる知見も得られる可能性がある．さらに，

本調査はインターネット調査会社に依頼し，オンライン

による調査となったことから，そこに登録している者が

分析対象者となった．このことは富山県民の母集団を

反映した調査となっていないことが危惧されることから，

この対象者バイアスについては理解しておかなければ

ならない．今後は，調査対象者をより細分化し，これら

の情報を比較検討できるような調査プランを練ってい

く必要があると考える．また，このような研究をある一地

域のみに限定するのではなく，関係諸機関が行って

いる全国的規模のデータ(28)(32)の二次分析等を通して，

様々な属性間での比較などを通してより一般化できる

ような研究を行っていきたい．いずれにしても，本研究

のようなエビデンスを蓄積していき，県民ひいては国

民の運動スポーツ実施率向上に資することで，日本全

体が豊かで活力ある社会となることを期待したい． 

５．注 

注 1） 本研究に用いたデータは新型コロナウイルス

禍における運動実施の調査をベースとした．本分析対

時間的な余裕

年齢・体力に
合ったプログラム

運動やスポーツ
ができる健康状態

e

運動実施希望

.34***

.25**

.20*

R2=.44***
.54***

.68***

.50***

Durbin-Watson比：2.101

*** : p<.001  ** : p<.01  * : p<.05

VIF<10

図 2．運動実施希望度を規定する要因の探索的重回帰分析 
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象者については，新型コロナウイルス流行期前から調

査段階までにおいて，運動習慣がない者（過去に運

動を行っていない者）を運動非実施者として分析して

いる． 

６．付記 

本研究は令和 4 年度（公財）富山第一銀行奨学財

団の支援を得て実施した研究の一部データをもとに再

分析，再構成したものである． 
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